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図－10 

〈図－10〉 日本のイノベーション・システムを今のようなフレームワークで考える前に、少し

アメリカのイノベーション・システムはどうなっているかというのを比較対照のために簡単にご

説明します。 

 アメリカのイノベーション・システムというのは、1980 年代から非常に大きく変化したわけ

であります。例えば国の研究開発全体に占める中小企業の比率が大きくなって、大企業の研究開

発が国のイノベーション全体に占めるシェアが低下しているということです。大企業を従業員 2 万

5000 人以上と定義しますと、1984 年は米国の研究開発の 6 割を大企業が行っていたのですが、

2001 年になると 40％になって、20％も減っているわけです。逆に中小企業は 10％から 20％へ

と増えている。中小企業の役割が非常に研究開発の面でも増加してきている。ベンチャービジネ

スとかいうようなことがよく言われるわけですが、統計でもそれなりに表れている。 

 それから、非製造業の研究開発が非常に増加しています。1990 年には非製造業の研究開発は

製造業の 4 分の 1 でしかなかったのですが、2003 年は 7 割まで、肩を並べるとまでは言いませ

んが、ずいぶん製造業に比べても少し少ないというレベルにまで追いついてきている。これは一

つには、IBM の産業格付けが製造業から非製造業になったということも、大きくこの数字の変化

に影響しているわけです。IBM はソリューションビジネスに注力しており、もうアメリカの分類

ではメーカーではなくなっているわけでありまして、非常に象徴的な出来事であるといわれてい

ます。 

 それからもう一つは、イノベーション・プロセスの垂直分離という点です。これは、インベン

ションとイノベーションの 2 つを別々の主体がやるようになってきた。発明をする主体とイノベ

ーションをする主体が別々になってきて、発明は上で言えば中小企業とか大学とか公的研究機関

とかそういうところが行って、大企業はそれを買ってきてイノベーションを起こすという傾向が

だいぶ増えてきている。もちろん全部そうなったわけではなくて、依然インベンションとイノベ

ーションの両方を大企業の中でやっているところもたくさんあります。こういうことがかなり進

んできて、イノベーションを行う大企業と発明を行う中小企業の間にテクノロジー・マーケット

ができているということです。 
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 それから提携、アライアンスの増加というのも同じことで、オープン・イノベーション化で外

部からインベンションを取り入れる傾向が非常に進んでいる。そういう変化は特許制度や独禁法

の変化によっても後押しされているわけで、特許が制度面、執行面で強化されたために発明の専

業企業というのが成り立ちやすくなってきた。特許の売買、技術の売買というのが、特許制度が

強化されたことによってやりやすくなったということがあります。 

 それから独禁法（反トラスト法）については、かつては大企業とか特許とかいうのを競争当局

は非常に敵視していたわけですが、それが 1960 年代、1970 年代に変化してきて、反大企業、

反特許的な独禁法のスタンスが変化してきたというようなところがあります。 

 このように、非常に大きな変化が起こってきている。1980 年頃の米国というのは、私はちょ

うどそのころアメリカの大学におりましたけれども、犯罪が非常に多くて失業率が高くてインフ

レ率も高くて、日本の製造業に自動車も鉄鋼も半導体もやられるという非常に暗い時代で、そこ

からこのような変化を遂げてカムバックしてきたというのがアメリカのイノベーション・システ

ムの変化であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 

〈図－11〉 一つデータがここにあります。アメリカのR&D Magazineという雑誌があるのですが、

もうずいぶん昔から 100 大発明というのを毎年発表しています。これはそれなりに権威のあるもの

で、雑誌の当事者たちは発明のアカデミー賞、オスカーだと言っています。研究者の人がその中身を

分類してみた。昔はほとんど企業が単独、あるいは企業同士の提携で 100 のうち 80 を超えていた。

それが低下していって、2002 年にちょっと特異点がありますが、傾向的に下がってきて、一番新し

いデータで言いますと2006年ではもう3割を切っている。逆に赤いのが増えてきているわけですが、

これは企業と大学や公的研究機関との共同研究、あるいは企業と公的研究機関からスピンオフしたベ

ンチャーと大企業との共同研究です。そういうものがもう 8 割近くになってきているという数字であ

ります。 

 イノベーションの主流は今やこういう共同研究をする、あるいは外部からアイデアを取ってくる、

そういうものが非常に大きなウェイトを占めるようにアメリカはなっているということであります。 
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■ 日本のイノベーション・システムにおける産業界の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 

〈図－12〉 では日本はどうかということですが、日本はあまり、実は残念ながら変化が乏しい。

基本的には大企業中心の状況があまり変わっていない。小規模企業はむしろシェアが落ちている

という状況であります。スライドにある数字は総研究費に占める割合でありますが、小規模企業

300 人未満の企業の研究費というのは、今やもう 5％しかないという状況です。大企業のシェア

も少し減っています。それから、中小企業は開業率よりも廃業率のほうが多いという状況です。

なかなか新企業を起こしにくい。また特許に占める、新設された企業のシェアも低下していると

いうことであります。さらに製造業の研究開発が依然として圧倒的なシェアを持っていて、全体

の 9 割近くが製造業ということです。日本経済の 75％ぐらいがもう第三次産業になっているの

ですが、研究開発で見ると 9 割が製造業だという状況です。まだかなりインベンションとイノベ

ーションの垂直統合が継続している状況であります。しかし、だんだんこれも変化してきている

のではないかと思います。企業でもオープン・イノベーションということが非常にブームになっ

て、日本ではオープン&クローズ戦略というように小川紘一先生などがおっしゃっています。必

要な場合には外部から技術を取り入れる、あるいは自社の技術を外部に出して標準を取りにいく

というようなことが強調されるようになっていますし、大学発のベンチャーもだいぶ増えてきて

いるように思います。 

 私は東京大学の先端科学技術研究センターというところに勤めておりましたが、併任で機械工

学科の教授もしておりまして、そこでの経験ですと、学生の意識がだいぶ変わってきて、最初の

ころはほとんどが日立とか NTT の研究所とかそういうところを希望する人が多かったですけれ

ども、最近になってベンチャーを自分でつくるとか小さなベンチャー企業に就職するとかいう人

たちがずいぶん増えてきたなと、実感として持っております。それは一つには、大きな電機メー

カーの経営状態がよくないということもあるのかもしれませんが、こういうものづくり系のベン

チャーが増えてきているというのは、なかなか頼もしいなという気がしています。ちなみにこの

本田財団の講演会、次回はそういう一人であります㈱ユーグレナの出雲さんという方が講演されるよ

うでありますけれども、そういう動きが盛んになってくれるとたいへんいいことだと思っております。 
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図－13 

〈図－13〉 いくつかのインデックスから、日本のイノベーション・システムのパーフォーマン

スはどうかということを見てみます。まずこの分母は研究開発支出を 3 年分合計したもので、分子

は付加価値を 4 年分合計したものです。少しラグをつけてあります。ですから、研究開発が何年

か経って付加価値を生んでいるという想定で作った図だと思います。これで見ますと、日本が一

番下にあって、しかもだんだん下がってきている。研究費、研究開発がだんだん付加価値を生ま

なくなってきている。さらにアメリカやドイツに比べて非常に低い。ドイツは非常に高い。ただ、

あまりこれだけを理由にどうも日本の研究開発はおかしいのではないかというのは問題があるの

ではないかと思います。この比率の読み方はいろいろあり得るわけです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 

〈図－14〉 それからもう一つの指標で見ますと、日本で発明された発明の数です。これは特許

出願のレベルですけれども、趨勢的に減ってきています。これで見ると、日本の発明というのは

だんだん衰えてきたのではないかと心配になってくるわけですが、これもあまり心配する必要が

ないのではないかと私は思っております。というのは、特許の出願が減った理由というのはかな
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り制度的なものでありまして、特許の審査請求の期間が2001 年に、7 年から3 年へ短縮されたのです。 

 特許というのは皆さんご存じだと思いますが、出願されても全部審査されるわけではなくて、

昔はそうでしたが、もうだいぶ前から、出願人が希望しないと審査してくれない。その「審査を

してください」と特許庁に申し出る期間が、2001 年までは出願の期間から 7 年まであったので

す。ですから 7 年間の間に審査してもらうかどうかを決めればいい。企業の知財担当の人にはそ

こが醍醐味であって、市場の動向などを見ながら、出願したものは審査請求したほうがいいのか

どうかということを決めていたわけです。伸びそうな感じがしたら、パッと審査請求する。審査

請求をするのはお金がかかりますから、つまらない発明を審査請求してお金を無駄にするのはば

かばかしいということになります。件数も特に電機メーカーは多いですから、そこでどう判断す

るかというのが知財部の人の腕の見せどころというのもあったわけです。それが 3 年に短くなり

ましたので、3 年の間に審査請求するかしないかを決めなければいけないということになって、

そうなりますと最初に出願するときからもう審査請求するような質のいいものに限って出願して、

出願したらすぐ審査請求をするという方向へ行っているわけです。そういう制度変化の影響がか

なりあるということが一つと、もう一つは電機メーカーがやはり特許の数が圧倒的に多いわけで、

そこの企業が元気がないということも減っているのに影響しているかもしれません。いずれにし

ましても、特許の出願件数が減ったことはそれほど心配する必要がないのではないか。 

 

 

■ 日本のイノベーション・システムが抱える大きな問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 

〈図－15〉 私はこれが一番心配で、問題だと思っています。日本のイノベーション・システム

の最大の問題点がここにも端的に表れているのではないかと思いますが、これは引用度トップ

10％の論文の国別シェアであります。引用度トップ 10％というのは、自分の書いた論文がたく

さん引用される、その一番よく引用される論文の上位 10％の論文だけを見たものです。要するに

いろんな人に引用される重要な論文の中で日本はどのぐらいのシェアを占めているのだろうかと

いうと、これは米国が大きく低下し、中国が上昇しているという状況であります。それはまあそ
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うだろうなという気もします。中国がこれだけ急激に伸びているので他の国が食われるのではない

か、特にアメリカがだいぶ食われているのではないか。ただ、イギリスやドイツがすごく伸びて

いるのです。日本は、イギリス・ドイツ・中国・フランスよりも下になってきています。1989

年あたりだと 3 番目だったのですが、今は 6 番目ぐらいに下がってきている。これだけから言う

のはちょっと早計かもしれませんが、日本の研究のレベルがかなり低下しているのではないかと

いう心配をするわけであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－16 

〈図－16〉 この論文というのはほとんどは大学の人が書いていますので、では大学は今、どう

なっているのかということです。大学については 2000 年の前ぐらいから大学の役割の一つとし

て、産業や経済、雇用、地域に貢献するということが非常に強調されるようになって、大学が特

許を取って産業にライセンスするとか、大学発ベンチャーを生み出すというようなことが非常に

強調されるようになった。これは非常に重要なことで、そういうことをどんどんやるべきことで

はもちろんあるのですが、他方で本来的なその大学の課題や責務というのは教育と研究で、このこ

とはどこの国でも大学の一番大事な役割なわけです。この 2 つをきちんと果たしていくことで、

イノベーションに対して一番貢献できる。教育をきちんとすることによって、非常に進んだ知識

を身につけた学生を企業へ送り込むことができるわけであります。あるいは研究をすることによ

って新しい知識を生み出して、大学にいろいろな技術知識がプールされている。そこへ企業の人

が問題解決に困ったら、そのプールの中から水をくみ出して、自分の問題解決に役立てればいい。

そういう形で教育・研究という本来的な 2 つの役割というのが、実はイノベーションに対する非

常に大きな貢献である。これが少し弱くなってきているということは、日本のイノベーション・

システムの一番根幹のところが弱くなってきているということで、非常に心配されるところであ

ります。この論文の数をいろんな形で見ても、みんな日本のシェアが減ってきているわけです。

総数のシェアで見ても、引用数 10％、引用数 1％というようなことで見ても減ってきています。 
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図－17 

〈図－17〉 これはよく言われていることでありますけれども、日本は国が大学へお金をあまり

出さない。だいたい OECD 諸国では、GDP の 1％は大学に出しているわけですが日本は 0.5％、

半分しか出していないということであります。これを先進国並みに 1％にしようということが前

から科学技術基本計画などで言われていますが、なかなか実現できていない。しかも外国はもと

もと国のお金が多いのに加えて、さらに非常に大きく大学への資金を増やしているわけでありま

す。2000 年代の 10 年間で、米国では大学への国からの資金が 43％増えている。英国は 56％増

えている。ドイツは 41％増えている。フランスは 41％増えている。中国に至っては 4.35 倍、韓国

においては 2.34 倍です。日本は 5％しかこの間増えていない。国からの大学への運営費交付金が

毎年 1％ずつ削られるという状況がずっと続いているわけで、競争的資金を増やすことで辛うじ

てこれだけ増えているということであります。お金は減っている、あるいはほとんど増えていない。 

 それから、研究に充てる時間も日本は減っているわけで、日本の大学の教員の研究に充てる時

間というのは、1 日働いている時間のうちの 46.5％を研究に充てていた、半分近くは研究してい

たのが、3 分の 1 ぐらいに減っている。この 10 年間で 10％以上減っているわけです。社会的な

貢献のための活動とか、そういったことに時間を取られるようになってきている。社会的貢献の

ために時間を費やすことは、それはそれで素晴らしいことではありますが、そのために研究に充

てる時間が減っているということをどうしたらいいのか。お金があまり増えないので、教員とか

教員の補助作業をする人たちが増えないために、このような結果になってしまう。もう少しこれ

が増えれば社会貢献もできるし、研究もできるということになるかもしれません。ですから、お金

もあまり増えない、研究時間も減っているということでありますから、なかなかいい論文が出な

くなってしまう。たいへんに深刻な、困った状況になっております。大学については以上です。 
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■ 世界の現状と大きく異なる日本の公的研究機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－18 

〈図－18〉 もう一つのプレイヤーとして公的な研究機関、国の研究機関（国研）があります。

これは例えば理化学研究所とか産業技術総合研究所とかそういったものです。特に経済産業省傘

下の産総研が産業技術を、文科省傘下の理化学研究所は基礎研究をということです。産総研は自

分たちのドメインを第 2 種基礎研究であるとしています。これは吉川弘之先生のときにそういう

言葉を使っていたと思います。例えば大学の研究室で開発された材料などで非常に有望そうなも

のがあったときに、それを 10 年ぐらいかけて産業化できるところまで持っていくというのが産

総研の研究の役割なのだと。昔で言えば炭素繊維とか、最近ではカーボンナノチューブとか、そう

いうような研究を自分のドメインだと、産総研は定義しておられるわけであります。 

 世界の公的研究機関というのはかなり違う感じで、ドイツのフラウンホーファー機構という有

名な研究所群がありますが、ここは大企業からの受託研究を非常に活発に行っているわけです。

フラウンホーファーのシュトゥットガルトにある研究所を例に取りますと、シュトゥットガルト

は自動車のメーカー、あるいはボッシュのような自動車部品メーカーが集積しているのですが、

そこにフラウンホーファーは関連の深い機械系の研究所をつくって、自動車メーカーあるいは部

品メーカーから研究を受託して、さらに実際にそこで研究を行うのは塀を一つ隔てて隣にあるシ

ュトゥットガルト工科大学の大学院生であるという状況です。その研究所の所長もシュトゥット

ガルト工科大学の教授であります。それから、ドイツの場合は国研が産官学の要になって、イノ

ベーション・システムのハブになってうまくシステムが回っているということがあるわけです。 

 台湾の ITRI(Industrial Technology Research Institute＝工業技術研究院)も、もともとは日本

の工業技術院をモデルにしたとも言われていますが、台湾のエレクトロニクス産業を育成したと

いうことで、非常に有名な研究所であります。 

 そういう世界の公的な研究機関のあり方と比べて、日本の産総研のあり方というのはどうなの

かと。第 2 種基礎研究は非常に重要な領域であることには変わりありませんけれども、どうすれ

ばいいのかということをもう少し考える必要があるかもしれません。 

 それから、これは日本に大きな役割を果たしていると私は思うのですが、公設試験研究機関です。
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県がつくっている試験場とかそういうものですが、明治時代ぐらいからつくられて、地場の産業

育成に非常に大きな役割を果たしてきているわけです。これが今の状況では、地方自治体の財政

難などでなかなか苦しい状況が続いているわけです。県の工業試験場とか、あるいは大阪などは

市でも試験場を持っていますが、そういう地方自治体が設立している公設試は地方創生の中で非

常に大きな役割を果たす可能性があるわけで、もう少しこれを支援したらどうかと思っております。 

 

 

■ イノベーション競争を促進する２つの制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－19 

〈図－19〉 あと、こういう大学や公的研究機関を取り巻くベースとなる制度として、特許制度と

独占禁止法という 2 つの制度が、イノベーションに非常に重要な影響を与える制度としてあります。

かつてこの 2 つは、特許は独占を認める制度で、独禁法は名前どおり独占を禁止する制度ですから、

相容れない関係にあったわけです。独占禁止法は 21 条で特許を適用除外にしていますので、法的に

はちゃんと齟齬が合っているわけなのですが、思想としては合わない。独占を守るほうと禁止するほ

うということですが、実はこの 2 つをうまく両輪として利用してイノベーションを促進する、創造的

破壊のプロセスを作っていくということが本当は非常に重要なのです。どういうことかといいますと、

まず、非常に激しい競争をやっている、消耗戦とか言われるような競争をやっている場合には、それ

から抜け出すために画期的な新製品とか新生産方法を開発するインセンティブが非常に強くなって

くる。競争がイノベーションをプッシュするというので、独禁法で競争を活発化することによってそ

ういう状況をつくれる。それから、もしこういう画期的な新製品、新生産方法の研究開発に取り組ん

で成功した場合には、特許法が守ってくれて大きな利益が得られると期待できる。そういった、イノ

ベーションの利益が研究開発をプルするという 2 つが相まって、ちょうど車の両輪のようになってイ

ノベーション競争を活発にしていくという仕組みが非常に望ましいということになります。 

 ここで画期的な新製品などの開発に成功して市場を独占したら、今度はそれに対してさらにチャレ

ンジしてくるような新しい企業が出てくるような状況をつくるというのも、独占禁止法の重要な役割

ということになります。 
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図－20 

〈図－20〉 先ほどアメリカでは、1980 年以降のイノベーション・システムが大きく変化した

と言いましたが、そのときのアメリカの競争力を高める一つの手段として、アメリカは科学技術

は非常に優れているけれども製造のところで日本にやられているというので、科学技術を守って

アメリカの競争力を回復しようということが言われて、それで特許の保護を非常に強くしたわけ

であります。それがプロパテントと言われるような方向です。例えば特許を侵害して損害賠償を

起こされると、巨額のお金を取られる。それから訴訟の数が非常に増加した。こういうことが起

こって、ある意味で現在は行き過ぎてしまって、特許関係の訴訟が乱発されて、むしろイノベー

ションの障害になっているというようなことも言われています。いずれにしても特許を非常に強

化するということが、アメリカの競争力回復の一つの手段とされていたわけであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－21 

〈図－21〉 日本はかなりそれが違っていて、これは知財関係の訴訟の数ですが、日本は極端に

少ないのです。中国とアメリカは非常に特許関係の訴訟の数が多い。中国はもう 1 万件近い、

アメリカも 5000 件。日本は 187 件。それから特許を侵害した場合に、侵害された側からの訴訟
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で損害賠償を請求するときに、日本は最高で 17 億円ですが、アメリカでは 1000 億円を超える

賠償額になっているということです。これでは技術を盗まれても訴訟をわざわざする気になれな

いという状況で、訴訟の中の 35％は勝ったとしても 1000 万円しか賠償が取れない。弁護士費用

がだいたいそのぐらいしますから、もう全然割に合わないということになって、中小企業はあき

らめてしまうということにもなりかねません。大企業から技術を取られてしまってもう泣き寝入

りということにもなりかねない。訴訟が多い方がいいという訳ではありませんし、アメリカは強

すぎていろいろ問題が起こっていますけれども、日本ではまだもう少し、権利保護をきちんとや

るという方向が必要なのかもしれません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－22 

〈図－22〉 これは面白い話でして、アメリカの場合は特許に関していろいろ問題が起こって、あま

りにも特許保護を強くし過ぎたために訴訟が乱発されているというので、特許以外のやり方で発明を促

進することができないかというので、賞を出すことがリバイバルしております。X 財団というところが

非常に有名ですが、再利用可能なロケットとか、そういう課題を設定して、それに成功すれば 100 万

ドル賞金を上げますというようなことをやっている。それから、国防省の DARPA はグランドチャレ

ンジといって、長い間自動運転できる車の開発に対して賞金を出している。100 万ドルの賞金を出して

も、みんなそれを目がけて一生懸命に研究開発を行いますから、乗数効果でその何倍もの研究費が実質

的には投下されるということになるわけです。そういうのは非常に面白いやり方です。イギリスでは経

度法というのが 1714 年、これはイギリス帝国が世界に海洋進出していたときに、海難事故が多いとい

うので経度をきちんと測る方法について政府が賞金を出し、これがクロノメーターの発明につながった、

という例はよく知られています。あるいはナポレオンが戦地での食品の保存方法に賞金を出したとか、

そういうことが行われています。これらがまた最近リバイバルしているということがあります。 

 それから、医薬品の政府買い取り制度も提案されています。例えば途上国の子供に多い病気などにつ

いて特許ではなくて、もし髄膜炎の薬を開発したら政府がお金を出して買い上げますということを約束

するわけです。その成功した企業には、利益まで見込めるような額で政府が買い取りをする。これはも

う実際に行われていまして、数カ国の政府とビル・ゲイツ財団が共同でこういうことを行っております。 
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図－23 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－24 

〈図－23、24〉 もう一つの重要な法律は独占禁止法ですが、これはなぜ独禁法がイノベーショ

ンに関係するのか不思議に思われるのかもしれません。独禁法は、これまでは建設談合とかカル

テルとかそういうのを取り締まってきたわけなのですが、実際の経済の場面での競争の次元とい

うのが、価格からイノベーション競争へ、どれだけ他社よりもいい製品をつくるかという開発競

争が非常に重要になってきている。ですから価格競争を促進することも大事なのですが、イノベ

ーション競争を促進することもきわめて大事で、イノベーションを促進するような独禁法の運用

が重要になってくるということであります。例としては、合併の審査でも、前は例えば新日本製

鐵と住友金属の 2 つが合併した場合に、巨大企業が生まれて鉄鋼の値段が上がるのではないかと

いう点がそれを認めるか認めないかの判断の中心になっていたわけですが、医薬品などの場合で

あれば、新薬の開発競争がその合併によって促進されるのか停滞するのかということが、判断の

非常に重要なポイントになってきているというのがあります。 

 

 

 



23 

■ ビッグデータがもたらす新たな問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－25 

〈図－25〉 あと新しい問題として、こういうことが起こってきています。ビッグデータと競争

法の関係ということです。最近フェイスブックがワッツアップという企業を買収したのですが、

それによってワッツアップの持っていた顧客データがフェイスブックに吸収されていく。そうす

るとフェイスブックは必ずしもそれまでプライバシーの保護をきちんとやっていなかったので、

プライバシーの保護がどうなるのかというようなことが心配になってくるわけです。それ以外に

も、巨大なデータが集積していくということによって、競争にどのように影響が出てくるのかと

いうようなことが新しい問題として起こっている。これはまだ本当に去年あたりの問題ですので、

議論が始まったばかりという状況になります。 

 ちょっと駆け足になりましたけれども、私が用意してきた話は以上であります。どうもご清聴

ありがとうございました。 
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【質疑応答】 

阪口： 国立研究開発法人海洋研究開発機構の阪口と申します。たいへん有用なお話を本当に

ありがとうございました。フラウンホーファー等のヨーロッパの国研には、大企業が

委託研究をされるというお話。それは私もヨーロッパに何度も行きますと、いつもそ

の日本の国研との非常に大きな差を見て感じてきたので、全くその通りのことだと思

うのですが、ニワトリが先か卵が先かで、日本で大企業が国研に対して大規模な委託

研究をしない土壌というか理由がどういうところにあるかということと、これを変え

ていくためにはどこがどういうような努力をすれば変わっていくのでしょうか。もし

ご示唆いただける点がございましたら、お願いいたします。 

後藤： 今のご質問は、私も一生懸命考えている大事な問題で、スパッとお答えできるかどう

か分かりませんが、フラウンホーファーというのは大企業、中小企業からもいろいろ

受託研究をやっていますが、大企業からも非常に多い。ドイツ全体に 60 ぐらい研究所

があります。ドイツはご存じのように中小の都市が全土にあってあまり巨大都市集中

がないわけですが、フラウンホーファーも産業の立地に合わせて全国に展開している。

先ほどシュトゥットガルトの自動車の例を出しましたが、ニュルンベルクを見ますと、

あそこはエアランゲン大学があって、シーメンスの半導体の研究所があってそこにさ

らにフラウンホーファーのエレクトロニクスの研究所があり、その三者が、常に大学

と国研と企業の研究所が三位一体で、立地もほとんどどこからが大学でどこからがそ

うでないか分からないような形で立地していて、学生も両方を行ったり来たりしてい

るし、先生も行ったり来たりしているというような、非常にうまい仕組みになってい

ます。それをヨーロッパの他の国、オランダとかフィンランドとかも、フラウンホー

ファーモデルをまねて同様の、国研をハブとしたシステムをつくっているわけであり

ます。 

 ご質問はそういう受託研究がなかなか日本で進まないというのを、私もなぜなのかと

疑問に思っておりまして、企業の研究マネジメントをしている方にきいたりしている

のですが。おっしゃったようにニワトリが先か卵が先かで、企業が出したがらないの

か、産総研が企業から受託した研究よりも研究者が自分の好きなテーマを一生懸命や

っているほうが楽しいのか、どちらかよく分かりませんけれども、どこの国の国研で

もそういう受託研究をやるようになるのは、これはちょっときつい話ですが、国研に

対する国のお金がドーンと減ったときに、しようがなくて必死になってやるというの

が、私が見ているいろいろな国の国研のあり方だと思うのです。なかなかやはり国研

の側では、お金が国からもらえて自分の好きな研究ができているという状況では、いろ

いろ努力はするのですがなかなか進展しないのではないか。オーストラリアにも

CSIRO(Commonwealth Scientific and Industrial Research Organization＝オースト

ラリア連邦化学産業研究機構)という国研がありますが、あそこも最近国からのお金が

大幅に減って、本気で民間からお金を取りにいっているということがありますので、

そういうことでもない限りなかなか難しいのではないか。 
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 それからもう一つはガバナンスで、トップのほうの人たちの意思決定が大事ではない

かと思います。理事とかそういうところにもう少し産業界の人を入れるとか、そうい

うことも大事ではないかと思います。 

 大企業側が委託研究を出したがらないのは、これはある意味で世界共通のことのよう

でもありますが、要するに技術者はそういうのを嫌がる。自分でやりたいというのが

どこの国でも強いようです。ですから、フィリップスとかああいうところでもオープ

ン・イノベーションをやるときに、やはり技術の種を自社の外から買ってくるのだと

言ったら、自社の技術者が非常に嫌がって反対したというようなことがあった。です

から数値目標を決めて、もう 50％は外から持ってくるとか、そういうようなことをや

って意識改革をやらないと、企業側が外部からの技術を取り入れる、外部に委託を出

すというようなことをなかなかやりたがらないのだというようなことのようです。日本

も大企業だけが特異なのではなくて、大企業の技術者の人というのはやはり自信を持

っているし、自分でやったほうが楽しいし早いしというので、相当のことがないとな

かなか委託に出すという方向にいかないのではないかとも思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ このレポートは平成 28 年 3 月 10 日コートヤード・マリオット銀座東武ホテルにおいて行われた、

第 137 回本田財団懇談会の講演の要旨をまとめたものです。本田財団のホームページにも掲載され

ております。 

講演録を私的以外に使用される場合は、事前に当財団の許可を得て下さい。 
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